
・消費者被害の拡大防止及び自立した消費者の育 ・消費者契約法の実行性確保に関する要請に基づ

成のため、消費者問題に関心の薄い市民等を考慮し、より多くの市民に き、適切な情報提供が求められていることを配慮しました。

情報を提供する必要があります。 ・消費者問題は、社会の新しい動きを敏感に反映しており、各種講座、

書籍やパネルの整備をはじめとして、常に最
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実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）
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当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

令和 3年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
2. 総務費 2. 消費者問題啓発事業

1. 総務管理費

15.消費者行政推進費 消費生活センター

（佐倉市）　　

第２章
人と自然が調和した安心して暮らせるまち（都市基 9,225

盤・住環境） 令和 3年度 3,075

臨時 単独 計画 0 0 2,658 基本施策８
市民相談・結婚支援 令和 4年度 3,075

令和 5年度 3,075

施策２
安全な消費生活を守ります 令和 6年度 0

令和 7年度 0

その他

100 100 △100

880 0 880

・年6回の消費者大学は自ら被害にあわないかしこい消 ・消費生活情報の提供と消費者教育を実施することによ ・世代、性別に関わらずあらゆる人々に関係する消費者

費者となる為の啓発事業です。 り契約トラブルなどの未然防止と拡大防止を図ります。 問題について被害の未然防止と拡大防止を図ります。

・年2回の消費者セミナーは主旨は消費者大学と同じですが、消費者大 ・高齢者問題や環境問題など、その外延を広げつつある消費者問題にお ・自主的且つ合理的な行動の取れる自立した消費者の育成を図ることで

学は平日開催の為若い世代がなかなか取り込めないため、土曜日開催と いて、消費生活の安定向上のため、自立した消費者として自立的且つ合 、環境問題等の取り組みにも寄与できます。

して広く消費者への啓発を図ります。 理的な行動の取れる市民の育成を図ります。

・消費生活展等を開催します。

・消費者啓発リーフレット、啓発小冊子等を作成、配布します。


